
 事業事前評価表 

 

国際協力機構 農村開発部 畑作地帯第二課 

１．案件名                                           

 国 名： チュニジア国 

 案件名： 和名 ガベス湾沿岸水産資源共同管理プロジェクト  

英名 Project on co-management of coastal fisheries in the gulf of Gabes 

 

２．事業の背景と必要性                                     

（1）当該国における水産セクター／ガベス湾地域の現状と課題 

チュニジア国において水産資源は、動物性タンパク質の供給源及び外貨獲得源として重

要な役割を果たしており、約 5万 3000 人が漁業で生計を立てている（チュニジア国の総労

働人口：約 399 万 3000 人）。 

プロジェクト対象地域のガベス湾は、地中海南部沿岸水産資源にとって重要な産卵場、

育成場となっており、沿岸 3県（スファックス、ガベス、メドニン）においては、全国の 6

割強に当たる約 3万 3000 人の漁民人口が存在し、沿岸漁業の生産量においても全国の 3分

の 2に当たる 1万 7470 トンを有している。 

この 3 県が位置するチュニジア国南部では、水産業と農業が主要な生計手段となってい

ることから、ガベス湾における沿岸漁業は、同地域の住民にとって重要な生計向上手段の

一つといえる。 

しかしながら、漁業の発展による水産資源の過剰搾取や違法操業のため、水産資源が減

少し、チュニジア国の沿岸漁業生産量は 1989 年には 46,082 トンであったものが 2000 年以

降 26,000 トン程度まで低下した。 

この近年の漁獲量の減少は、ガベス湾沿岸漁民の生活を直撃するとともに、都市部と農

漁村との経済的格差に拍車をかけている。 

これに対してガベス湾では、我が国が実施した「沿岸水産資源の持続的利用計画プロジ

ェクト」（2005 年から 2010 年）の成果を受けて、人工漁礁の沈設や種苗の放流等、各種水

産資源管理方策が実施されている。他方、ガベス湾の沿岸漁民は、湾内の漁場に自由にア

クセスし操業できるため、これまでの漁村単位で行う資源管理努力では、その効果が限定

的であり、ガベス湾沿岸地域では実効性の高い水産資源管理が行われているとは言えない。 

このため、ガベス湾全域の適切な水産資源管理のためには、より包括的な水産資源管理

が必要とされている。 

また、2011 年 1 月に生じた政変の影響で既存組織への反発や懐疑心が明らかになり、多

くの漁村では実質的に組織的な活動がなされておらず、効果的な水産資源管理を実施する

ためのシステムを構築する必要性も高まっている。 

 

技プロ用 



（2）当該国における水産セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

水産資源の低減に起因する漁業生産量の減少により、チュニジア国では水産物の安定的

な確保が緊急の課題となっている。このような背景の下、チュニジア国政府の次期水産開

発国家戦略では、①養殖開発、②小型浮魚の活用、③水産資源保全のための適切な資源管

理、④水産物の付加価値向上、を優先課題として位置づけ、漁獲努力量と水産資源量の均

衡を試みている。 

本プロジェクトで目指す水産資源の共同管理体制の確立は、③の戦略と一致する。資源

管理を実施するうえで必要な補完的収入の向上活動は、②と④の戦略である養殖や水産物

の付加価値向上と関連性がある。 

また、社会を取り巻く情勢が流動的な中、行政と漁民の秩序ある共同水産資源管理を確

立することは、チュニジア国の水産セクターの開発における円滑な事業の実施に繋がる。 

 

（3）水産セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

 本プロジェクトは、沿岸漁業が住民の重要な生計手段の一つとなっているガベス湾にお

いて、減少傾向にある水産資源を対象に、関係者による適切な共同水産資源管理を実施し、

水産資源の持続的な利用を促進するものであり、JICA の対チュニジア国事業展開計画（2009

年 9 月）において、重要開発課題の 1つである「格差是正」の下に位置づけられる。 

 JICA は沿岸水産資源の持続的利用を目的とした技術協力プロジェクト（沿岸水産資源の

持続的利用計画プロジェクト）を 2005 年から 5年間実施した。このプロジェクトでは、「漁

民参加型アプローチ」を基本方針とし、人工漁礁の沈設や種苗の放流等、水産資源管理の

各種実証試験を実施した。この結果、「漁民参加による漁場管理」が低迷する沿岸漁業生産

に対して一定の効果があることが確認され、漁民の水産資源保全に対する関心は高まりを

見せた。加えて、チュニジア国政府も資源管理の重要性を認識し、2009 年 7 月から 9 月に

大統領令によりガベス湾において禁漁期間を設けるなどの努力を行うに至った。 

 

（4）他の援助機関の対応 

① 世界銀行 ガベス湾海洋沿岸資源保全プロジェクト 

Gulf of Gabes Marine and Coastal Resources Protection Project 

② FAO チュニジア国水産統計データ収集改善プロジェクト 

Improvement of statistic data collection in fishery in Tunisia 

 

３．事業概要                                           

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業は、ガベス湾対象地域において共同水産資源管理に関わる関係機関の能力を強化

し、信頼できる情報に基づきかつ実効可能な沿岸水産資源管理計画を策定することにより、

計画対象地域において沿岸水産資源の共同管理が継続的に実践される体制の確保を図り、



もってガベス湾全域にわたる持続的な沿岸水産資源の利用に寄与するものである。 

 

（2）プロジェクトサイト／対象地域名 

ガベス湾沿岸地域（スファックス県、ガベス県、メドニン県）の漁民コミュニティ（対

象コミュニティ及びその規模については、効果的な資源管理を実施するために、自然環境

条件や社会経済条件等を調査し決定する。） 

 

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

 漁民コミュニティ（対象サイトはプロジェクト開始 1年後に選定される）、共同水産資源

管理に係る相手国側実施機関関係者（農業省漁業養殖総局（DGPA）、国立海洋科学研究所

（INSTM）、農業訓練普及庁（AVFA）、漁業生産者協会(GIPP)、養殖技術センター（CTA）、全

国農水産連合会（UTAP）、地方農業開発事務所（CRDA）水産局（スファックス、メドニン、

ガベス）、INSTM 地方事務所（ガベス、スファックス）、漁業職業訓練センター（CFPP）（ス

ファックス、ガベス、ザルジス）、漁民コミュニティ） 

 

（4）事業スケジュール（協力期間） 

2012 年 9 月～2016 年 8 月を予定（計 48 か月） 

 

（5）総事業費（日本側） 

4 億円 

 

（6）相手国側実施機関 

1）中央レベル 

実施責任機関： DGPA 

実施機関： INSTM、AVFA、GIPP、 CTA、UTAP 

 

2）地方レベル 

CRDA 水産局（スファックス、メドニン、ガベス）、INSTM 地方事務所（ガベス、スファック

ス）、CFPP（スファックス、ガベス、ザルジス） 

 

（7）投入（インプット） 

1）日本側 

a) 専門家（約 94M/M） 

 チーフアドバイザー/水産資源管理 

 水産調査 

 GIS 



 社会経済調査 

 参加型アプローチ/コミュニティ支援 

 人工漁礁 

 養殖 

 水産加工品開発 

 業務調整 

 その他 

b) 本邦研修 

1～3 年次：4-5 人/年間 

c) 機材供与 

車輌、分析・GIS ソフトウェア、調査機器（例：データロガー）、その他 

 

2）チュニジア国側 

a)  カウンターパート人材 

中央レベル：DGPA、 INSTM、 AVFA、 UTAP、 CTA、 港湾漁業施設庁（APIP）、 漁業生産者

協会（GIPP） 

地方レベル：CRDA (スファックス、メドニン、ガベスの水産局）、INSTM（ガベス、スファ

ックス）、CFPP（スファックス、ガベス、ザルジス） 

b)  オフィスの提供 

オフィススペースは中央レベル（候補：DGPA）と地方レベル（候補：INSTM）の 2か所 

（机、椅子などの備品を含む） 

c)  プロジェクト運営経費 

資機材のメンテナンス、C/P 活動経費、その他必要経費 

 

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境に対する影響/用地取得・住民移転 

①カテゴリ分類 

 C 

②カテゴリ分類の根拠 

本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4 月公布）に掲げる影

響を及ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地域に該当せず、環境への望ま

しくない影響は最小限であると判断されるため、カテゴリ Cに該当する。 

 

2)ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

沿岸資源の利用に関して、浜辺での貝等の採集および水産加工品の生産は女性の仕事と



されている。沿岸資源管理および生計向上の試みについては、こうした男女の役割に留意

し、計画と活動の段階で男女それぞれの参画の機会を設けることが望ましい。 

 

3)その他 

なし 

 

（9）関連する援助活動 

1）我が国の援助活動 

技術協力プロジェクト「チュニジア沿岸水産資源の持続的利用計画」（2005年6月～2010

年 6 月） 

 

2）他ドナー等の援助活動 

① 世界銀行 ガベス湾海洋沿岸資源保全プロジェクト 

Gulf of Gabes Marine and Coastal Resources Protection Project 

2006 年から 5年間、ガベス湾の水産資源、生態系側面や社会経済に関する調査を実施

し、GIS データベースを構築した。2011 年 11 月時点では 2012 年半ばまでの延長が決定

している。 

本プロジェクト開始時には、延長フェーズの終盤時期となることが想定されるため、

調査結果やデータベースを活用することが期待できる。カウンターパート機関の漁業養

殖総局 DGPA や国家海洋科学技術研究所 INSTM が関与している。 

 

② FAO チュニジア水産統計データ収集改善プロジェクト  

Improvement of statistic data collection in fishery in Tunisia 

2010 年 5 月から 1 年間、モナスティールのみを対象として、DGPA や県水産局と共に、

水産情報収集の技術・組織能力強化に関するパイロットプロジェクトを実施している。 

対象地域は JICA プロジェクトと異なるものの、活動内容は類似していることから、そ

こから得られる教訓を参考にすることができる。 

 

４．協力の枠組み                                         

（1）協力概要 

1）上位目標： 

ガベス湾全域において沿岸水産資源の共同管理1が実施される 

指標： 

                                                  
1 効果的な水産資源管理を実施するために必要な、地域間（漁民コミュニティ間）の共同管

理と行政と漁民コミュニティの共同管理が実践されている管理 



1．ガベス湾のプロジェクト対象地域外 X箇所の水揚場において、適切なプロセスを経て策

定された資源管理計画が採用され、計画に沿った活動が実施される 

 

2）プロジェクト目標： 

ガベス湾の対象地域において、沿岸水産資源の共同管理が継続的な体制で実施される 

指標： 

1． 対象地域において X%以上の漁民が沿岸水産資源管理計画の実施に関わる 

2．対象地域において正式に承認された沿岸水産資源管理計画が少なくとも一サイクル(計

画・実施・評価・改善）実施される 

 

3）成果及び活動 

成果１： 

共同水産資源管理に関わる関係機関2の能力3が強化される 

指標 

1-1 法的に正式に承認された、複数の行政機関が定期的に情報交換・活動調整を行う体制

が構築される 

1-2 実施可能な資源管理方策を選択するための利害調整、合意形成を図る体制が、行政機

関と漁民コミュニティの双方を含む形で構築される 

1-3 X 以上の水産資源管理方策/水産資源管理支援方策が導入される 

活動 

1-1 政府関係機関の水産資源管理方策及び水産資源管理支援方策実施技術能力を強化する

研修等を実施する 

1-2 政府機関の沿岸水産資源管理体制を中央と地方レベルで正式に構築する 

1-3 漁民コミュニティの沿岸水産資源管理に対する意識を高める 

1-4 漁民コミュニティ間にわたる水産資源管理活動の連携支援体制を強化する 

 

成果２： 

沿岸コミュニティの水産資源/生態系、漁業操業、社会経済に関する情報に基づいた沿岸水

産資源管理計画が策定される 

指標 

2-1 X(数)の調査報告書が発行される 

2-2 沿岸水産資源管理計画4が策定され、関係機関5により承認される 

                                                  
2・活動 1-2 で正式に構築される政府機関の沿岸水産資源管理体制と 1-4 で強化される対象漁

民コミュニティの双方を含む 
3 関係者の利害を調整し合意形成をする能力、管理対象資源の特性と漁民の社会経済的状況

を踏まえ実効性のある資源管理方策を選択し実施する能力、漁民など関係者に対しその方

策の必要性への理解を促し遵守率を高める能力、を想定 



活動 

2-1 統計データを収集するためのシステムを改善し、信頼できる既存の水産統計データを収

集する。 

2-2 水産資源に関連する生物・生態学的な情報を収集する 

2-3 漁民から漁業毎の漁業操業に関する情報を収集する 

2-4 漁民コミュニティの社会経済状況を把握する 

2-5 地理情報システム（GIS）を活用し情報の統合と分析を行う 

2-6 信頼できる情報に基づいた沿岸水産資源管理計画を策定する 

 

成果３： 

対象地域における沿岸水産資源管理計画の実行可能性が確認される 

指標 

3-1 漁民生活への負のインパクトがない形で、X%以上の対象漁民が沿岸水産資源管理計画に

沿った活動を行う 

3-2 水産資源管理計画が水産資源管理委員会により採用される 

活動 

3-1 沿岸水産資源管理計画を試行するための対象サイト（もしくは漁場）を選定する 

3-2 共同管理の枠組みで、沿岸水産資源管理計画を試行する 

3-3 沿岸水産資源管理計画を評価、改善する。 

3-4 沿岸水産資源管理計画を、正式採用するために水産資源管理委員会へ提案する 

3-5 沿岸水産資源管理計画を対象地域で実施する 

 

4）プロジェクト実施上の留意点 

 上位目標、プロジェクト目標、アウトプットの各指標の目標値は、ベースライン調

査が完了するプロジェクト開始 6 か月後を目途に、実施関係者と協議の上決定し、

合同調整委員会で承認する予定である。 

 対象サイトの選定については、必要な調査が完了するプロジェクト開始 1 年後を目

途に、選定基準6を明らかにし実施関係者と協議の上決定し、合同調整委員会で承認

する。 

 本プロジェクトには複数の機関が関与していることから、 円滑な実施・運営のため

に、各プロジェクト活動の責任機関を指定し、責任・役割分担を明確化する。また、

                                                                                                                                                  
4 2-6 で策定された沿岸水産資源管理計画 
5 脚注 2 と同義 
6 効果的な資源管理に必要な産卵地等の生態学的基準や漁民の操業範囲等の漁業運営に係

る基準、あるいは漁民の経済状況等資源管理実施の可否に係る基準等、を包括的に含む。 



中央レベルの合同調整員会（JCC）の設置だけではなく、プロジェクトサイトにおい

て現地レベルの調整体制を構築する予定。  

 

（2）その他インパクト 

 ガベス湾沿岸地域において水産資源の共同管理を実施することは、水産資源の減少に歯

止めをかけ、同地域で漁業を生計手段とする人々の生計安定に寄与する。 

加えて、政変の影響により行政と漁民の関係が不安定な中、関係者の共同管理体制を確

立することは、ガベス湾沿岸に限らずチュニジア国全域において行政と農民や漁民による

円滑な活動の促進に繋がることが期待され、ひいては、チュニジア国全土の農漁村の生計

向上及び地域間の格差是正に寄与することが期待される。 

 

５．前提条件・外部条件 (リスク・コントロール)                          

（1）事業実施のための前提 

 対象地域の漁民コミュニティが水産資源管理の必要性を認識している。 

 

（2）成果達成のための外部条件 

 1 主要なカウンターパート人材が大量に異動しない。 

 2 急激な政変が起きない。 

 

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

1 大規模な自然災害や気候変動が起きない。 

2 対象地域の水産資源量が大幅に減少しない 

3 行政機関と漁村コミュニティの関係が悪化しない。 

 

（4）上位目標達成のための外部条件 

1 水産資源管理に係る政策に大きな変更が生じない。 

2 水産資源管理に係る予算が確保される。 

3 ガベス湾全域で水産資源管理を実施するための人員が確保される。 

 

６．評価結果                                           

本事業は、チュニジア国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致してお

り、また計画の妥当性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                           



「インド国 住民参加型でのチリカ湖環境保全と自然資源の持続的利用計画プロジェク

ト」（2006 年から 2009 年）では、水産資源調査や漁村の生計安定・向上活動の実施を通じ

てチリカ開発公社の能力向上を図り、持続的な農漁村開発の展開を目指した。この過程に

おいて、漁民の生態学的知識の活用など水産情報収集の効率性向上のためのプロセスや、

水産資源管理計画の策定段階における漁民の関与の重要性及び漁民の社会・経済的状況に

係る配慮の必要性が確認された。これらの教訓は、本案件における基礎情報収集活動及び

水産資源管理のための協働体制構築の際に参考となる。 

「モロッコ国 小型浮魚資源調査能力強化プロジェクト」（2010 年から 2015 年）では、国

立漁業研究所において、音響調査の能力向上と関連情報を活用した総合的な資源評価の実

施を通じた適切な浮魚資源管理計画の制定を目指している。同案件では、GIS を活用して音

響調査情報とその他の情報（生物・生態学的情報や社会経済学的情報）を統合し、対象資

源の包括的な分析を行っている。こうした取り組みは、情報分析の質の向上に効果的に寄

与すると考えられることから本案件においても、GIS を活用し情報収集・分析を図る予定で

ある。 

「セネガル国 漁民リーダー育成・零細漁業組織強化プロジェクト」（2009 年から 2012 年）

では、漁民の資源管理に対する意識向上と協調的な活動を促進するための組織・人材を育

成することで、行政と漁民による水産資源の共同管理の実現を目指している。同案件では、

漁民組織の機能強化や地域的連携に係る様々な試みがなされており、本案件において漁民

コミュニティ間の連携強化を行う際に参考となる。 

 

８．今後の評価計画                                         

（1）今後の評価に用いる主な指標 

  ４．（１）のとおり。 

 

（2）今後の評価計画 

事業開始 6ヶ月以内 ベースライン調査 

事業中間時点 中間レビュー 

事業終了 6ヶ月前 終了時評価 

事業終了 3年後 事後評価 

以 上 


